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団地管理組合法人若葉台くぬぎ「管理規約・細則」の一部改正 

１・規約改正の背景と検討経緯 

平成２８年の３月に、高齢化を背景とした様々な課題を解決するためのルールを整

備した「マンション管理の適正化に関する指針」と、これを踏まえた「マンション標準

管理規約」の改正版が国交省から出されました。 

これを若葉台住宅管理組合協議会（以下「協議会」という）は１年間をかけて検討

し、協議会としての対応指針をまとめ、平成２９年４月これを各管理組合の理事長宛て

に答申がありました。また、昨年は５月に個人情報保護法が改正され管理組合が法の対

象事業者となりました。 

上記を受けて、当管理組合法人では、昨年６月に「規約改正に関する作業部会（以

下「作業部会」という）」を立ち上げて、約半年をかけて規約改正の検討を行いまし

た。１２月に臨時理事会を開催し、作業部会の検討結果について集中審議を行い、改正

原案を理事会として承認しました。更に、改正内容について居住者の理解を深めるべく

２月１８日に住民説明会を開催しました。 

２・主要な改正ポイント 

１） 民泊禁止の条項を追加 

今年６月からマンションの一室を旅行者などに宿泊提供が可能となる「民泊新法」

への対策を打つこと。くぬぎ管理組合では平成２９年１１月２６日の臨時理事会で

公共衛生上の問題発生や騒音などのトラブルの発生リスクが高まるので「住宅を用

いた民泊禁止」を決議した。この実効を得るため条項を追加しました。 

２） 役員の資格要件を緩和するための条文改正 

現に居住する区分所有者の高齢化に対応するため、現行管理規約では区分所有者し

か管理組合役員になることができないが、役員になれる資格要件を２親等までの親

族に緩和しました。 

３） 個人情報保護法への対応のための細則等の整備 

平成２９年５月に改正され、管理組合もこの法の対象事業者となったことで、この

法を遵守するための一連の運用管理の仕組みを構築し、これを運用管理細則等の規

約に新たにまとめました。 

４） 集会所使用料の見直し 

集会所の使用料の設定で不明確な点があったので、これを見直し、住民がより使い

やすくなるようにしました。 

３・管理規約改正の要約については、次ページをご参照ください。 

 

 

 

 

 



《管理規約改正の要約》 

改正項目 要約 改正条文、条項 

１． 外部専門家の 

活用 

外部専門家の役員就任は協議会答申どおり時期尚早
で、本件については改正しないが、住民の高齢化等
で、役員を務めることができなくなるケースも発生するこ
とが考えられるので、欠格条項を追加する。また、運営
の健全化のため利益相反取引の禁止条項の追加と監
事の権限の明確化等の条項を追加する。 

第４０条の２、第４１条の２、第４２
条４、６（これにより旧４を５に変
更）、第４４条２を新設（これにより
旧２を３に繰り下げ） 
第４５条４の改正と６～９の新設 

２． 暴力団等の排除

規定 

答申どおり、規約を改正する。 
なお、規約に暴力団の排除規定はあるが、不足部分が
あるのでこれを追加する 

第１７条の２と第４０条の２
を新設 

３．災害時の場合の

管理組合の意思

決定 

最近起こった大災害時の知見であるので、国交省の指
針に沿った改正を行う。これまでの規約では、理事会を
開かないと実施できなかった。改正により理事会を開く
ことができない緊急時には、理事長の判断で意思決定
可能となる。 

以下の条項を新設 
第１９条の３、４、５ 
第５７条 ２、３（これにより
旧２を４に繰り下げ） 
第５８条 １の(9) ２ 

４．緊急時の理事等 

の立入り 

国交省の指針どおり、不足条項を追加する。 以下の条項新設 
第２１の４（これにより旧４を
５に繰り下げ） 

５．管理費等の滞納

に対する措置 

概ね現状規約で対応できるが、一部実情に併せ変更す
る 

条項の変更 
第６５条４ 

６．マンション管理状

況などの情報開示 

国交省の指針どおり、不足条項を追加する。 
本業務については、まちづくりセンターが執行する。 

以下の条項の削除と新設 
削除 第６９条２ 
追加 第６９条３、４ 

７．その他所要の 

 改正 

条文の内容をより正確にするための改正 一部変更または新設 
第２条、第３条、第６条、 
第１６条、第２４条、第５５条
３ 
「役員候補選挙細則」 
「バイク・自転車有料駐車場使
用細則」 

８．民泊対策 

(最近の問題への対

応) 

若葉台のような大規模住宅団地という共同住宅環境
で、民泊等の事業を可能とすることは、公共衛生上の問
題発生や騒音などのトラブルの発生のおそれが大であ
ることが予想されるので禁止とする。（平成２９年１１月２６
日の臨時理事会で決議した）  協議会の答申では、シ
ェアハウスの禁止も上がっているが、シェアハウスの定
義も法で明確でなっていない状況では禁止はできな
い。なお国交省の指針にはシェアハウス対策はない。 

第１２条の３を新設 

９．役員の資格要件

緩和 

高齢化対策、若い世代の管理組合参加機会の拡大に
つながるので、答申どおり資格要件を緩和する。くぬぎ
としては、実情を鑑み同一棟に居住する二親等の親族
まで緩和する。 

第３８条２と「役員候補選挙細
則」第３条を変更 

１０．個人情報保護

法に対応する 

規約の整備 

規約を改正する。基本方針、運営細則の制定と帳票類
の改正を行う。管理規約の改正は最小限とし、細則を制
定する。（NPO法人横浜マンション管理組合ネットワーク
が作成したひな形を参考にして作成した。） 

条文の新設 
第６９条の２ 
基本方針、利用目的の策定 
運営細則等を新設 

１１．集会所使用料の

見直し 

使用料の設定の考え方が明示されていなかったので、
これを明示した。使用区分を使用目的と使用者で明確
化した。なお、使用料については、現状のものと大きく
変わらないように配慮した。 

集会所使用細則 別表１を全
面改正 
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団地管理組合法人若葉台くぬぎ 管理規約  

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規約は、若葉台くぬぎ団地（以下「団地」という。）の管理又は使用に関する事

項等について定めることにより、団地建物所有者の共同の利益を増進し、良好な住

環境を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規約において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 区 分 所 有 権  建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。 

         以下「区分所有法」という。）第２条第１項の区分所有権をいう。 

(2) 区 分 所 有 者  区分所有法第２条第２項の区分所有者をいう。 

(3) 団地建物所有者   区分所有法第６５条の団地建物所有者をいう。 

(4) 占 有 者  区分所有法第６条第３項の占有者をいう。 

(5) 専 有 部 分   区分所有法第２条第３項の専有部分をいう。 

(6) 共 用 部 分   区分所有法第２条第４項の共用部分（以下「棟の共用部分」という。） 

         及び区分所有法第６７条第１項の団地共用部分（以下「団地共用部分」 

         という。）をいう。 

(7) 土 地  区分所有法第６５条の土地をいう。 

(8) 共 用 部 分 等  共用部分及び附属施設をいう。 

(9) 専 用 使 用 権  土地及び共用部分等の一部について、特定の団地建物所有者が排他的

に使用できる権利をいう。 

(10) 専用使用部分   専用使用権の対象となっている土地及び共用部分等の部分をいう 

(規約及び団地総会の決議の遵守義務） 

第３条 団地建物所有者は、円滑な共同生活を維持するため、この規約及び区分所有法第６

５条の集会（以下「団地総会」という。）の決議並びに第２４条の共同生活の秩序維

持に関する細則及びその他細則（以下「細則等」という。）を誠実に遵守しなければ

ならない。 

２ 団地建物所有者は、同居する者に対してこの規約及び団地総会の決議並びに細則等

を遵守させなければならない。 

（対象物件の範囲） 

第４条 この規約の対象となる物件の範囲は、別表第１に記載された土地、建物及び附属施

設（以下「対象物件」という。）とする。 

（規約及び団地総会の決議の効力） 

第５条 この規約及び団地総会の決議は、団地建物所有者の包括承継人及び特定承継人に対
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しても、その効力を有する。 

２ 占有者は、対象物件の使用方法につき、団地建物所有者がこの規約及び団地総会の

決議に基づいて負う義務と同一の義務を負う。 

（管理組合法人） 

第６条 団地建物所有者は、区分所有法第６５条に定める団地内の土地、附属施設及び専有

部分のある建物の管理を行うための団体として、第１条に定める目的を達成するた

め、団地建物所有者全員をもって団地管理組合法人若葉台くぬぎ（以下「管理組合

法人」という。）を構成する。 

２ 管理組合法人は、事務所を横浜市旭区若葉台２－２２・くぬぎ集会所内に置く。 

３ 管理組合法人の業務、組織等については、第６章に定めるところによる。 

 

第２章 専有部分等の範囲 

（専有部分の範囲） 

第７条 対象物件のうち区分所有権の対象となる専有部分は、住戸番号を付した住戸（以下

「住戸部分」という。）及び非住宅とする。 

２ 前項の専有部分を他から区分する構造物の帰属については、次のとおりとする。 

(1) 天井、床及び壁は、躯体部分を除く部分を専有部分とする。 

(2) 玄関扉は、錠及び内部塗装部分を専有部分とする。 

(3) 窓枠、窓ガラス及び網戸は、専有部分に含まれないものとする。 

３ 第１項又は前項の専有部分の専用に供される設備のうち棟の共用部分内にある部

分以外のものは、専有部分とする。 

（共用部分の範囲） 

第８条 対象物件のうち共用部分の範囲は、別表第２に掲げるとおりとする。 

 

第３章 土地及び共用部分等の共有 

（共  有） 

第９条 対象物件のうち、土地、団地共用部分及び附属施設は団地建物所有者の共有とし、

棟の共用部分はその棟の区分所有者の共有とする。 

（共有持分） 

第１０条 各団地建物所有者及び各区分所有者の共有持分は別表第３のとおりとする。 

（分割請求及び単独処分の禁止） 

第１１条 団地建物所有者又は区分所有者は、土地又は共用部分等の分割を請求することは

できない。 

２ 団地建物所有者又は区分所有者は、専有部分と土地及び共用部分等の共有持分とを

分離して譲渡、抵当権の設定等の処分をしてはならない。 

 

第４章 用法 

（専有部分の用途） 

第１２条 団地建物所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものとし、他の用途
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に供してはならない。ただし、別表第１に掲げる非住宅については、この限りでは

ない。 

（共同生活の保持） 

第１２条の 2 各区分所有者は専有部分を譲渡、又は貸与するときは、共同生活環境が侵害

される恐れのある者及び暴力団構成員並びにこれに準ずる者（以下「暴力団構成員」

という。）に譲渡、または貸与してはならない。 

２ 各区分所有者は自ら暴力団構成員となり、又は専有部分を暴力団事務所として使用

してはならない。 

３ 各区分所有者は、その専有部分を暴力団構成員に占有させ又は反復して出入りさせ

てはならない。 

４ 専有部分を暴力団構成員が占有し,又は専有部分に反復して出入りするときは、他

の各区分所有者全員は、団地総会の決議に基づき当該専有部分の区分所有者に対し、

その専有部分の全面的使用禁止を請求することがでる。 

５ 前項の決議は、第５1 条第１項及び第２項によるものとする。 

６ 理事長は団地総会の決議に基づき、第４項に該当する区分所有者に対しその専有部

分の全面的な使用改善、又は使用禁止については第７２条３項による必要な措置を

講ずることができる。 

７ 前項による使用改善、又は使用禁止の命令に必要な訴訟その他法的措置に要する費

用（弁護士費用を含む）は前項の区分所有者が負担する。 

（民泊の禁止） 

第１２条の３ 団地建物所有者は、その専有部分を住宅宿泊事業法（平成２９年６月法律第

６５号、以下「民泊法」という）第３条１項の届出を行って営む同法第２条第３項

の住宅宿泊事業に使用してはならない。 

（土地及び共用部分等の用法） 

第１３条 団地建物所有者は、土地及び共用部分等をそれぞれの通常の用法に従って使用

しなければならない。 

（ベランダ等の専用使用権） 

第１４条 団地建物所有者は、別表第４に掲げるベランダ、玄関扉、窓枠及び窓ガラス、

網戸（以下この条、第１９条第１項及び別表第４において「ベランダ等」という。）

について、同表に掲げるとおり、専用使用権を有することを承認する。 

２ 団地建物所有者から専有部分の貸与を受けた者は、その団地建物所有者が専用使

用権を有しているベランダ等を使用することができる。 

（駐車場等の使用） 

第１５条 管理組合法人は、駐車場使用細則別添の図に示す駐車場について、管理組合法人

の業務の全部又は一部を委託し又は請け負わせる第三者にこれを一括して賃貸す

るものとし、団地建物所有者は、当該第三者から転借することによりこれを使用す

ることができる。 

２ 管理組合法人は、バイク・自転車有料駐輪場使用細則により、各棟付設のバイク・

自転車駐輪場を団地建物所有者に使用させることができる。 
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３ 前項により駐輪場を使用している者は、バイク・自転車有料駐輪場使用細則に定め

るところにより、管理組合法人に駐輪場管理料を納入しなければならない｡ 

４ 団地建物所有者がその所有する専有部分を、他の団地建物所有者又は第三者に譲渡

又は貸与したときは、その団地建物所有者の駐車場等の使用契約は効力を失う｡ 

（土地及び共用部分等の第三者の使用） 

第１６条 管理組合法人は、次に掲げる土地及び共用部分等の一部を、それぞれ当該各号に

掲げる者に無償で使用させることができる。 

(1) 管理事務所、管理用倉庫、機械室その他対象物件の管理の執行上必要な施設管

理事務 （マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第

１４９号。以下「適正化法」という。）第２条第６号の「管理事務」をいう。）

を受託し又は請け負った者 

(2) 電気室 対象物件に電気を供給する設備を維持し、及び運用する事業者 

２ 前項に掲げるもののほか、管理組合法人は、団地総会の決議を経て、土地及び共用

部分等（駐車場等及び専用使用部分を除く。）の一部について、第三者に使用させる

ことができる。 

（専有部分の貸与） 

第１７条 団地建物所有者は、その専有部分を第三者に貸与する場合は、この規約及び細

則等に定める事項をその第三者に遵守させなければならない。 

２ 前項の場合において、団地建物所有者は、その貸与に係る契約にこの規約及び細則

等に定める事項を遵守する旨の条項を定めるとともに、契約の相手方にこの規約及

び細則等に定める事項を遵守する旨の誓約書（資料Ⅲ）を管理組合法人に提出させ

なければならない。 

（暴力団の排除規定） 
第１７条の２ 団地建物所有者は、その専有部分を第三者に貸与する場合には、前条に定め

るもののほか、次に掲げる内容を含む条項をその貸与に係わる契約に定めなければ

ならない。 

(1) 契約の相手方が暴力団員（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律７７号）第２条第六号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではな

いこと及び契約後において暴力団員にならないことを確約すること。 

(2) 契約の相手が暴力団員であることが判明した場合には、何らかの催告を要せず

して、団地建物所有者は当該契約を解約することができる。 

(3) 団地建物所有者が前号の解約権を行使しないときは、管理組合法人は、団地建物

所有者に代理して解約権を行使することができる。 

２ 前項の場合において、団地建物所有者は、前項第３号による解約権の代理行使を管

理組合法人に認める旨の書面を提出するとともに、契約の相手方に暴力団員でない

こと及び契約後において暴力団員にならないことを確約する旨の誓約書を管理組

合法人に提出させなければならない。 
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第５章 管理 

第１節 総則 

（団地建物所有者の責務） 

第１８条 団地建物所有者は、対象物件について、その価値及び機能の維持増進を図るた

め、常に適正な管理を行うよう努めなければならない。 

（土地及び共用部分等の管理に関する責任と負担） 

第１９条 土地及び共用部分等の管理については、管理組合法人がその責任と負担において

これを行うものとする。ただし、ベランダ等の管理のうち、通常の使用に伴うもの

については、専用使用権を有する者がその責任と負担においてこれを行わなければ

ならない。 

２ 専有部分である設備のうち棟の共用部分と構造上一体となった部分の管理を棟の

共用部分の管理と一体として行う必要があるときは、管理組合法人がこれを行うこ

とができる。 

３ 団地建物所有者は第１項ただし書きの場合は、あらかじめ理事長に申請して書面に

よる承認を受けた場合を除き、土地及び共有部分等の保存行為を行うことはできな

い。ただし、専有部分の使用に支障が生じている場合に、当該専有部分を所有する

団地建物所有者が行う保存行為の実施が、緊急であるときにはこの限りではない。 
４ 第３項の規定に違反して保存行為を行った場合には当該保存行為に要した費用は

当該保存行為を行った団地建物所有者が負担する。 

５ 理事長は災害時等の緊急時においては、団地総会又は理事会の決裁によらずに、土

地及び共有部分等の必要な保存行為を行うことができる。 

（窓ガラス等の改良） 

第２０条 共用部分のうち各住戸に附属する窓枠、窓ガラス、網戸、玄関扉その他の開口部

に係る改良工事であって、防犯、防音又は断熱等の住宅の性能の向上等に資するも

のについては、管理組合法人がその責任と負担において計画修繕としてこれを実施

するものとする。 

２ 管理組合法人は、前項の工事を速やかに実施できない場合には、当該工事を各団地

建物所有 者の責任と負担において実施することについて、「専有部分等の改造･模

様替え及び修繕等に関する細則」を適用する。 

（必要箇所への立入り） 

第２１条 第１９条及び第２０条により管理を行う者は、管理を行うために必要な範囲内に

おいて他の者が管理する専有部分又は専用使用部分への立入りを請求することが

できる。 

２ 前項により立入りを請求された者は、正当な理由がなければこれを拒否してはなら

ない。 

３ 前項の場合において、正当な理由なく立入りを拒否した者は、その結果生じた損害

を賠償しなければならない。 

４ 前３項の規定にかかわらず、理事長は災害、事故等が発生した場合であって、緊急

に立ち入りしないと共有部分等又は他の専有部分に対して物理的に又は機能上重
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大な影響を与えるおそれがあるときは、専有部分又は専用使用部分に自ら立ち入り、

又葉委任した者に立ち入らせることが出来る。 

５ 立入りをした者は、速やかに立入りをした箇所を原状に復さなければならない。 

（損害保険） 

第２２条 団地建物所有者は、共用部分等に関し、管理組合法人が火災保険その他の損害保

険の契約を締結することを承認する。 

２ 管理組合法人は、前項の契約に基づく保険金額の請求及び受領について、団地建物

所有者を代理する。 

（専有部分等の改造・模様替え及び修繕等に関する細則） 

第２３条 管理組合法人は、専有部分等の改造・模様替え及び修繕等に関し、団地建物所有

者及び占有者が守るべき事項について、別に「専有部分等の改造・模様替え及び修

繕等に関する細則」を定めるものとする。 

（共同生活の秩序維持および居住者基本台帳に関する細則） 

第２４条 管理組合法人は、専有部分及び共用部分の管理及び使用に伴う共同生活の円滑な

運営を図るため、団地建物所有者及び居住者が守るべき事項について、別に「共同

生活の秩序維持に関する細則」「専有部分等の改造・模様替え及び修繕等に関する細

則」「バイク・自転車有料駐輪場使用細則」「集合郵便ポスト使用細則」「荷物運搬時

の共有部分等への養生実施細則」を定めるものとする。 

２ 第３３条に規定する居住者基本台帳に関して「居住者基本台帳作成・運用・保管に関す

る細則」を定めるものとする。 

 

第２節 費用の負担 

（管理費等） 

第２５条 団地建物所有者は、土地及び共用部分等の管理に要する経費に充てるため、次の

費用（以下「管理費等」という。）を管理組合法人に納入しなければならない。 

(1) 管理費 

(2) 修繕積立金 

(3) 組合費 

２ 前項各号の費用については、各団地建物所有者が所有する住戸の数に応じて算出す

るものとする。 

（承継人に対する債権の行使） 

第２６条 管理組合法人が管理費等について有する債権は、団地建物所有者の包括承継人及

び特定承継人に対しても行うことができる。 

（管理費） 

第２７条 管理費は、次の各号に掲げる通常の管理に要する経費に充当する。 

(1) 管理員人件費 

(2) 公租公課（団地建物所有者が直接徴収されるものを除く） 

(3) 共用設備の運転費及び保守維持費 

(4) 備品費・通信費その他の事務費 
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(5) 共用部分等に係る火災保険料その他の損害保険料 

(6) 経常的な修繕費 

(7) 清掃費、消毒費及び塵芥処理費 

(8) 業務委託費 

(9) 専門的知識を有する者の活用に要する費用 

(10) 地域コミュニティにも配慮した居住者間のコミュニティ形成に要する費用 

(11) その他土地及び共用部分等の通常の管理に要する費用 

（修繕積立金） 

第２８条 管理組合法人は、各団地建物所有者が納入する修繕積立金を積み立てるものとし、

積み立てた修繕積立金は、土地、附属施設及び共用部分等の、次の各号に掲げる特

別の管理に要する経費に充当する場合に限って取り崩すことができる。 

(1) 一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕  

(2) 不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕  

(3) 土地、附属施設及び共用部分等の変更 

(4) 建物の建替えに係る合意形成に必要となる事項の調査 

(5) その他土地、附属施設及び共用部分等の管理に関し、団地建物所有者全体の利益

のために特別に必要となる管理 

２ 前項にかかわらず、区分所有法第７０条第１項の一括建替え決議（以下「一括建替

え決議」という。）又は一括建替えに関する団地建物所有者全員の合意の後であって

も、マンションの建替えの円滑化等に関する法律（以下本項において「円滑化法」

という。）第９条のマンション建替組合（以下「建替組合」という。）の設立の認可

又は円滑化法第４５条のマンション建替事業の認可までの間において、建物の建替

えに係る計画又は設計等に必要がある場合には、その経費に充当するため、管理組

合法人は、修繕積立金から管理組合法人の解散時に建替え不参加者に帰属する修繕

積立金相当額を除いた金額を限度として、修繕積立金を取り崩すことができる。 

３ 管理組合法人は、第１項各号の経費に充てるため借入れをしたときは、修繕積立金

をもってその償還に充てることができる。 

（組合費） 

第２９条 組合費は、次の各号に掲げる管理組合法人の運営に要する経費に充当する。 

(1) 会議費  

(2) 広報及び連絡業務に要する費用 

(3) 業務出張費用等を含む役員活動費 

(4) その他管理組合法人の運営に要する費用 

（区分経理） 

第３０条 管理組合法人は、次の各号に掲げる費用ごとにそれぞれ区分して経理しなければ

ならない。 

(1) 管理費 

(2) 修繕積立金 

(3) 組合費 
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（管理料） 

第３１条 駐車場等管理料その他の土地及び共用部分等に係る使用料（以下「管理料」とい

う。）は、それらの管理に要する費用に充てるほか修繕積立金として積み立てる。 

 

第６章 管理組合法人 

第１節 組合員 

（組合員の資格） 

第３２条 組合員の資格は、団地建物所有者となったときに取得し、団地建物所有者でなく

なったときに喪失する 

（届出義務） 

第３３条 新たに組合員の資格を取得し又は喪失した者は、直ちにその旨を「加入届及び誓

約書（資料Ⅰ）」、「脱退届(資料Ⅱ)」および「居住者基本台帳（資料Ⅳ）」により、

理事長に届け出なければならない。 

 

第２節 管理組合法人の業務 

（業務） 

第３４条 管理組合法人は、次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 管理組合法人が管理する土地及び共用部分等（以下「組合管理部分」という。）の保

安、保全、保守、清掃、消毒及びごみ処理 

(2) 組合管理部分の修繕 

(3) 長期修繕計画の作成又は変更に関する業務及び長期修繕計画の管理 

(4) 建物の建替えに係る合意形成に必要となる事項の調査に関する業務 

(5) 神奈川県住宅供給公社から交付を受けた設計図書の管理 

(6) 修繕等の履歴情報の整理及び管理等 

(7) 共用部分等に係る火災保険その他の損害保険に関する業務 

(8) 団地建物所有者が管理する専用使用部分について、管理組合法人が行うことが適当

であると認められる管理行為 

(9) 土地及び共用部分等の変更及び運営 

(10) 修繕積立金の運用 

(11) 官公署、自治会等との渉外業務 

(12) 風紀、秩序及び安全の維持に関する業務 

(13) 防災に関する業務 

(14) 広報及び連絡業務 

(15) 地域コミュニティにも配慮した居住者間のコミュニティ形成  

(16) 管理組合法人の解散時における残余財産の清算 

(17) 「専有部分等の改造・模様替え及び修繕等に関する細則」に定められた承認業務 

(18) その他組合員の共同の利益を増進し、良好な住環境を確保するために必要な業務 

２ くぬぎ集会所内にくぬぎ管理事務所を置き、管理組合法人の日常業務を遅滞なく円

滑に遂行する。 
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(1) 管理業務 

(2) 管財業務 

(3) 理事会の補助業務 

(4) 隣保（地域関連）業務 

(5) その他理事会が認める必要事項業務 

（業務の委託等） 

第３５条 管理組合法人は、前条に定める業務の全部又は一部を、マンション管理業者（適

正化法第２条第８号の「マンション管理業者」をいう。）等第三者に委託し又は請け

負わせ執行することができる。 

（業務委託細則） 

第３６条 管理組合法人は、前条の規定により業務委託の範囲に関して別に定める細則によ

りこれを行うものとする。 

（専門的知識を有する者の活用） 

第３７条 管理組合法人は、マンション管理士（適正化法第２条第５号の「マンション管理

士」をいう。）その他団地建物管理に関する各分野の専門的知識を有する者に対し、

管理組合法人の運営その他団地建物の管理に関し、相談したり、助言、指導その他

の援助を求めたりすることができる。 

 

第３節 役員 

（役員） 

第３８条 管理組合法人に次の役員をおく。 

(1) 理事長 １名 

(2) 副理事長（総務・会計・施設・広報）各１名 

(3) 理事（理事長、副理事長、会計担当理事を含む。以下同じ。）は１９名を超えな

い範囲内とする。 

(4) 監事 ２名 

２ 役員は、若葉台くぬぎ団地に現に居住する組合員のうちから、役員候補選挙細則に

より選出された候補者について、団地総会で選任するものとする。ただし、組合員

はやむを得ない事情がある場合に限り、理事会の承認を得て代理人に被選挙権を委

任することができる。これにより代理人は役員候補者になることができる。組合員

が被選挙権を委任できるのは、団地において同一棟に居住する配偶者又は二親等以

内の親族（以下「配偶者等」という）とする。組合員が代理人に被選挙権を委任す

る場合は、役員候補代理委任申請書（資料Ⅴ）を、役員選挙公示前の理事会開催日

までに理事長に提出し、理事会の承認を得なければならない。委任により、配偶者

等が代理人となった場合、組合員はその行為について、責任を負わなければならな

い。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事の互選により選任する。 

４ 理事長は、区分所有法第４９条第４項に定める管理組合法人を代表する理事とし、

その旨登記するものとする。 



－10－ 
 

（役員候補選挙細則） 

第３９条 管理組合法人は前条第１項に規定する役員を選出するため、別に定める細則によ

りこれを行うものとする。ただし、第４０条第２項の補欠の役員の選出は、この細

則によらず、理事長の指名によりこれを行うことができるものとする。 

（役員の任期） 

第４０条 役員の任期は、通常総会で承認された日から翌々年の通常総会が終了した日まで

の２年とする。ただし、再任をさまたげない。その限度は連続３期６年とする。 

２ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 任期の満了又は辞任によって退任する役員は、後任の役員が就任するまでの間、理

事長については、登記変更完了までの間、引き続きその職務を行う。 

４ 役員が組合員でなくなった場合においては、その役員はその地位を失う。 

（役員の欠格条項） 
第４０条の２ 次の各号のいずれかに該当する者は、役員になることができない。 

(1) 成年被後見人若しくは被補佐人又は破産者で復権を得ないもの 

(2) 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなく

なった日から５年を経過しないもの 

(3) 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

いう。） 

（役員の誠実義務等） 

第４１条 役員は、法令、規約及び細則等並びに団地総会及び理事会の決議に従い、組合員

のため、誠実にその職務を遂行するものとする。 

２ 役員がその任務に背き、管理組合法人に損害を与えたときは、その役員は管理組合

法人に対して損害賠償の責に任ずる。 

３ 役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に応ずる必要経費の支払と報

酬を受けることができる。 

（利益相反取引の防止） 
第４１条の２ 役員は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引につき重要な事実

を開示し、その承認を得なければならない。 

(1) 役員が自己又は第三者のために管理組合法人と取引しようとするとき 

(2) 管理組合法人が役員以外の者との間において管理組合法人と当該役員との利益

が相反する取引をしようとするとき 

（理事長） 

第４２条 理事長は、管理組合法人を代表し、その業務を統括するほか、次の各号に掲げる

業務を遂行する。 

(1) 規約、細則等又は団地総会若しくは理事会の決議により理事長の職務として定

められた事項 

(2) 理事会の承認を得て、職員を採用し、又は解雇すること。 

２ 理事長は区分所有法に定める管理者とする。 
３ 理事長は、通常総会において組合員に対し、前会計年度における管理組合法人の業
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務の執行に関する報告をしなければならない。 

４ 理事長は、毎月職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 
５ 理事長は、理事会の承認を得て、他の理事に、その職務の一部を委任することがで

きる。 

６ 管理組合法人と理事長との利益が相反する事項については、理事長は代表権を有し

ない。この場合においては、監事又は理事長以外の理事が管理組合法人を代表する。 

（副理事長） 

第４３条 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるときは、その職務を代理し、

理事長が欠けたときは、理事の互選により代表理事としてその職務を負う。 

（理事） 

第４４条 理事は、理事会を構成し理事会の定めるところに従い、管理組合法人の業務を担

当する。 

２ 理事は管理組合法人に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見し

たときは、直ちに当該事実を監事に報告しなければならない。 

３ 会計担当理事は、管理費等の収納、保管、運用、支出等の会計業務を行う。 

（監事） 

第４５条 監事は、理事の業務の執行及び管理組合法人の財産の状況を監査し、その結果を

団地総会に報告しなければならない。 

２ 監事は、理事又は管理組合法人の使用人と兼ねてはならない。 

３ 監事は、理事の業務の執行及び管理組合法人の財産の状況について、法令若しくは

規約に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるとき、並びに第５項により管

理組合法人を代表する場合において必要があると認めるときは、臨時団地総会を招

集することができる。 

４ 監事は、理事会に出席し、必要があると認める場合は、意見を述べなければならな

い。 

５ 監事は、理事長と管理組合法人との利益が相反する事項並びに理事長が欠け副理事

長が代表理事となった場合におけるその者と管理組合法人との利益が相反する事

項については、管理組合法人を代表する。 

６ 監事はいつでも、理事及び第４２条第１項第（２）号に規定する職員に対して業務

の報告を求め、又は業務及び財産の状況を調査することができる。 

７ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認めると

き、又は法令、規約、使用細則等、団地総会の決議若しくは理事会の決議に違反す

る事実、若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞なく、その旨を理

事会に報告しなければならない。 

８ 監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるときは、理事長に対し、

理事会の招集を請求することができる。 

９ 前項の規定による請求があった日から５日以内にその請求があった日から２週間

以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合は、その請求

をした監事は、理事会を招集することができる。 
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第４節 団地総会 

（団地総会） 

第４６条 管理組合法人の団地総会は、総組合員で組織する。 

２ 団地総会は、通常総会及び臨時総会とし、区分所有法に定める集会とする。 

３ 理事長は、通常総会を、毎年１回５月に招集しなければならない。 

４ 前２項にかかわらず、第４３条により副理事長が管理組合法人を代表する場合の

団地総会の招集は、副理事長が行なう。 

５ 理事長は、必要と認める場合には、理事会の決議を経て、臨時総会を招集するこ

とができる。 

６ 団地総会の議長は、団地総会に出席した組合員の議決権の過半数をもって、組合

員の中から選任する。 

（招集手続） 

第４７条 団地総会を招集するには、少なくとも会議を開く日の２週間前(会議の目的が区

分所有法第６９条第１項の建替え承認決議（以下「建替え承認決議」という。）又は

区分所有法第７０条の一括建替え決議であるときは２ヶ月前)までに、会議の日時、

場所、及び目的を示して、組合員に通知を発しなければならない。 

２ 前項の通知は、管理組合法人に対し組合員が届出をしたあて先に発するものとする。

ただし、その届出のない組合員に対しては、対象物件内の専有部分の所在地あてに

発するものとする。 

３ 第 1 項の通知は、対象物件内に居住する組合員及び前項の届出のない組合員に対し

ては、その内容を所定の掲示場所に掲示することをもって、これに代えることがで

きる。 

４ 第１項の通知をする場合において、会議の目的が第５１条第３項第１号、第２号に

掲げる事項の決議、建替え承認決議又は一括建替え決議であるときは、その議案の

要領をも通知しなければならない。 

５ 会議の目的が建替え承認決議であるときは、第４項に定める議案の要領のほか、新

たに建築する建物の設計の概要（当該建物の当該団地内における位置を含む。）を通

知しなければならない。 

６ 会議の目的が一括建替え決議であるときは、第４項に定める議案の要領のほか、次

の事項を通知しなければならない。 

(1) 建替えを必要とする理由 

(2) 建物の建替えをしないとした場合における当該建物の効用の維持及び回復（建

物が通常有すべき効用の確保を含む。）をするのに要する費用の額及びその内訳 

(3) 建物の修繕に関する計画が定められているときは、当該計画の内容 

(4) 建物につき修繕積立金として積み立てられている金額 

７ 一括建替え決議を目的とする団地総会を招集する場合、少なくとも会議を開く日の

１ヶ月前までに、当該招集の際に通知すべき事項について組合員に対し説明を行う

ための説明会を開催しなければならない。 

８ 第４９条第２項の場合には、第１項の通知を発した後遅滞なく、その通知の内容を
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２－２２棟１階くぬぎ集会所に掲示しなければならない。 

９ 第１項（会議の目的が建替え承認決議又は一括建替え決議であるときを除く。）にか

かわらず、緊急を要する場合には、理事長は、理事会の承認を得て、５日間を下回

らない範囲において、第１項の期間を短縮することができる。 

（組合員の団地総会招集権） 

第４８条 組合員が組合員総数の５分の１以上及び第５０条第１項に定める議決権総数の

５分の１以上に当たる組合員の同意を得て、会議の目的を示して団地総会の招集を

請求した場合には、理事長は、２週間以内にその請求があつた日から４週間以内の

日（会議の目的が建替え承認決議又は一括建替え決議であるときは、２ヶ月と２週

間以内の日）を会日とする臨時総会の招集の通知を発しなければならない。 

２ 理事長が前項の通知を発しない場合には、前項の請求をした組合員は臨時総会を招

集することができる。 

３ 前２項により招集された臨時総会において、議長は団地総会に出席した組合員（書

面又は代理人によって議決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数をもって、組

合員の中から選任する。 

（出席資格） 

第４９条 組合員のほか、理事会が必要と認めた者は、団地総会に出席することができる。 

２ 団地建物所有者の承諾を得て専有部分を占有する者は、会議の目的につき利害関係

を有する場合には、団地総会に出席して意見を述べることができる。この場合にお

いて、団地総会に出席して意見を述べようとする者は、あらかじめ理事長にその旨

を通知しなければならない。 

（議決権） 

第５０条 組合員は、その所有する住戸１戸につき１個の議決権を有する。 

２ 住戸１戸が数人の共有に属する場合、その議決権行使については、これら共有者を

あわせて一の組合員とみなす。 

３ 前項により一の組合員とみなされる者は、議決権を行使する者１名を選任し、その

者の氏名をあらかじめ団地総会開会までに理事長に届け出なければならない。 

４ 組合員は、書面又は代理人によって議決権を行使することができる。 

５ 組合員が代理人により議決権を行使しようとする場合において、その代理人はその

組合員と同居する者若しくはその組合員の住戸を借り受けた者、又は他の組合員若

しくはその組合員と同居する者でなければならい。 

６ 代理人は、代理権を証する書面を理事長に提出しなければならない。 

（団地総会の会議及び議事） 

第５１条 団地総会の会議は、前条第１項に定める議決権総数の半数以上を有する組合員が

出席しなければならない。 

２ 団地総会の議事は、出席組合員の議決権の過半数で決し、可否同数の場合において

は議長の決するところによる。 

３ 次の各号に掲げる事項に関する団地総会の議事は、前項にかかわらず組合員総数の

４分の３以上及び議決権総数の４分の３以上で決する。 
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(1) 規約の制定、変更又は廃止 

(2) 土地及び共用部分等の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わないもの

を除く。） 

(3) 管理組合法人の解散 

(4) その他団地総会において本項の方法により決議することとした事項 

４ 建替え承認決議は、第２項にかかわらず、議決権（第５０条第１項にかかわらず建

替えを行う団地内の特定の建物（以下「当該特定建物」という。）の所在する土地（こ

れに関する権利を含む。）の別表第３の持分の割合による。第６項において同じ。）

総数の４分の３以上で行う。 

５ 当該特定建物の建替え決議又はその区分所有者の全員の合意がある場合における

当該特定建物の団地建物所有者は、建替え承認決議においては、いずれもこれに賛

成する旨の議決権を行使したものとみなす。 

６ 建替え承認決議に係る建替えが当該特定建物以外の建物（以下「当該他の建物」と

いう。）の建替えに特別の影響を及ぼすべきときは、建替え承認決議を会議の目的と

する団地総会において、当該他の建物の区分所有者全員の議決権の４分の３以上の

議決権を有する区分所有者が、建替え承認決議に賛成しているときに限り、当該特

定建物の建替えをすることができる。 

７ 一括建替え決議は、第２項にかかわらず、組合員総数の５分の４以上及び議決権（第

５０条第１項に基づき建替えを行う団地内の特定の建物（以下「当該特定建物」と

いう。）の所在する土地（これに関する権利を含む。）の別表第５の議決権割合によ

る。第６項において同じ。）総数の５分の４以上で行う。ただし、当該団地総会にお

いて、当該各団地内建物ごとに、それぞれその区分所有者の３分の２以上及び議決

権（第５０条第１項に基づき、別表第５に掲げる議決権割合による。）総数の３分の

２以上の賛成がなければならない。 

８ 第１項から第７項の場合において、書面又は代理人によって議決権を行使する者は

出席組合員とみなす。 

９ 第３項第１号において、規約の制定、変更または廃止が一部の組合員の権利に特別

の影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なければならない。この場合において、

その組合員は正当な理由がなければこれを拒否してはならない。 

10 第３項２号において、土地及び共用部分等の変更が、専有部分又は専用使用部分の

使用に特別の影響を及ぼすべきときは、その専有部分を所有する組合員又はその専

用使用部分の専用使用を認められている組合員の承諾を得なければならない。この

場合において、その組合員は正当な理由がなければこれを拒否してはならない。 

11 団地総会においては、第４７条第１項によりあらかじめ通知した事項についてのみ

決議することができる。 

（議決事項） 

第５２条 次の各号に掲げる事項については、団地総会の決議を経なければならない。 

(1) 収支決算及び事業報告 

(2) 収支予算及び事業計画 
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(3) 管理費等及び使用料の金額並びに賦課徴収方法の決定又は変更 

(4) 規約及び細則等の制定、変更又は廃止 

(5) 長期修繕計画の作成又は変更 

(6) 第２８条第１項に定める特別の管理の実施並びにそれに充てるための資金の借

入れ及び修繕積立金の取崩し 

(7) 第２８条第２項に定める建物の建替えに係る計画又は設計等の経費のための修

繕積立金の取崩し 

(8) 修繕積立金の保管及び運用方法 

(9) 第１９条第２項に定める管理の実施 

(10) 区分所有法第６６条による第５５条第１項第３号の管理組合法人の解散 

(11) 管理組合法人の運営又は業務執行にかかわる重要方針の決定又は変更 

(12) 区分所有法第６９条第 1 項の場合の建替え 

(13) 区分所有法第７０条第 1 項の場合の一括建替え 

(14) 役員の選任及び解任並びに役員の報酬（額を含む）の決定又は変更 

(15) 組合管理部分に関する業務の管理委託契約等の締結の決定又は変更 

(16) その他管理組合法人の業務に関する重要事項 

（議事録の作成、保管等） 

第５３条 団地総会の議事については、議長は、議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、議長及び議長の指名する２

名の団地総会に出席した組合員がこれに署名押印しなければならない。 

３ 理事長は、議事録を管理組合法人の事務所において保管し、組合員又は利害関係人

の書面による請求があったときは、これらを閲覧させなければならない。この場合

において、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することができる。 

４ 理事長は、２－２２棟内１階くぬぎ集会所に、議事録の保管場所を明示しなければ

ならない。 

（書面による決議） 

第５４条 規約により団地総会において決議をすべき場合において、組合員全員の承諾があ

るときは、書面による決議をすることができる。 

２ 規約により団地総会において決議すべきものとされた事項については、組合員全員

の書面による合意があったときは、書面による決議があったものとみなす。 

３ 規約により団地総会において決議すべきものとされた事項についての書面による

決議は、団地総会の決議と同一の効力を有する。 

４ 前条第３項及び第４項の規定は、書面による決議に係る書面について準用する。 

５ 団地総会に関する規定は、書面による決議について準用する。 

 

第５節 理事会 

（理事会） 

第５５条 理事会は、理事をもって構成する。 

２ 理事会の議長は、理事長が務める。 
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３ 議長は、議事の進行を円滑に進めるため、理事会の承認を得て議長を補佐する議事

進行役を任命することができる。 

（招集） 

第５６条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事が４分の１以上の理事の同意を得て理事会の招集を請求した場合においては、

理事長は速やかに理事会を招集しなければならない。 

３ 理事会の招集手続については、第４７条（建替え承認決議又は一括建替え決議を会

議の目的とする場合の第１項及び第４項から第７項までを除く。）の規定を準用す

る。ただし、理事会において別段の定めをすることができる。 

４ 理事長は、理事会を招集する場合には監事に通知しなければならない。 

（理事会の会議及び議事） 

第５７条 理事会は、理事の半数以上が出席しなければ開くことができない。理事会の議事

は出席理事の過半数で決する。 

２ 災害等により理事会の開催が困難な場合は、書面により理事の過半数の承諾により

決議することができる。 

３ 前２項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができな

い。 

４ 議事録については、第５３条（第４項を除く。）の規定を準用する。ただし、第５３

条第２項中「団地総会に出席した組合員」とあるのは「理事会に出席した理事」と

読み替えるものとする。 

（議決事項） 

第５８条 理事会は、この規約に別に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を決議する。 

(1) 収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

(2) 規約及び細則等の制定、変更、廃止に関する案 

(3) 長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

(4) その他の団地総会提出議案 

(5) 補欠の役員及び顧問・相談役の選任又は解任 

(6) 第７２条に定める勧告又は指示等 

(7) 改良を目的とし、かつ著しく多額の費用（公租公課を除く月額管理費等の額の５

分の１以下を基準）を要しない共用部分等の修繕に関する事項 

(8) 団地総会から付託された事項 

(9) 災害等により団地総会の開催が困難である場合における応急的な修繕工事の実

施等 

２ 第５２条の規定にかかわらず、理事会は、前項第(9)号の決議をした場合において

は、当該決議に係る応急的な修繕工事の実施に充てるための資金の借入れ及び団地

修繕積立金及び各棟修繕積立金の取崩しについて決議することができる。 

（専門委員会の設置） 

第５９条  理事会は、その責任と権限の範囲内において、専門委員会を設置し特定の課題を

調査又は検討させることができる。 
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２ 専門委員会は、調査又は検討した結果を理事会に具申する。 

３ 理事会は、専門委員会の任務が終了したと認めたとき、これを解散する。 

（顧問又は相談役の設置） 

第６０条 理事会は、その責任と権限の範囲内において、顧問又は相談役を置くことができ

る。  

２ 顧問又は相談役は、理事会の要請に応じて理事会に出席し、その要請事項に対して

助言を行うことができる。 

 

第７章 会計 

（会計年度） 

第６１条 管理組合法人の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（管理組合法人の収入及び支出） 

第６２条 管理組合法人の会計における収入は、第２５条に定める管理費等及び第３１条に

定める使用料によるものとし、その支出は第２７条から第２９条及び第３１条に定

めるところにより諸費用に充当する。 

（収支予算の作成及び変更） 

第６３条 理事長は、毎会計年度の収支予算案を通常総会に提出し、その承認を得なければ

ならない。 

２ 収支予算を変更しようとするときは、理事長は、その案を臨時総会に提出し、その

承認を得なければならない。 

３ 理事長は、第６１条に定める会計年度の開始後、第１項に定める承認を得るまでの

間に、以下の各号に掲げる経費の支出が必要となった場合に理事会の承認を得てそ

の支出を行うことができる。 

(1) 第２７条に定める通常の管理に要する経費のうち、経常的であり、かつ、第１

項の承認を得る前に支出することがやむを得ないと認められるもの。 

(2) 総会の承認を得て実施している長期の施工期間を要する工事に係る経費であっ

て第１項 の承認を得る前に支出することがやむを得ないと認められるもの。 

４ 理事長は、前項に定める支出を行ったときは、第１項に定める収支予算案の承認を

得るために開催された通常総会において、その内容を報告しなければならない。こ

の場合において、当該支出は、その他の収支予算とともに承認されたものとみなす。 

（会計報告） 

第６４条 理事長は、毎会計年度の収支決算案を監事の会計監査を経て、通常総会に報告し、

その承認を得なければならない。 

（管理費等の徴収） 

第６５条 管理組合法人は、第２５条に定める管理費等及び第３１条に定める使用料につい

て、管理組合法人が指定する銀行の組合員の預金口座から自動振替の方法により第

６７条に定める口座に受け入れることとし、当月分を毎月２７日までに徴収する。

ただし、臨時に要する費用として特別に徴収する場合においては別に定めるところ

による。 



－18－ 
 

２ 複数月に亘って管理費の滞納があり、口座振替または振込みによる入金があった時

は、最も古い滞納月から順次入金処理するものとする。 

３ 滞納月数が３ヶ月を経過した時は、内容証明郵便により督促状を送付する。 

４ 滞納月数が６ヶ月を経過した時は、少額訴訟手続きを行うことができる。 

５ 臨時に要する費用として特別に徴収する場合においては別に定めるところによる。   

６ 管理費等の納付義務は、住宅引渡日の属する月の翌月からら生ずるものとし、月の

途中において第３２条の規定に基づき組合員の資格を取得した場合の組合費は取

得月の翌月から生ずるものとする。 

７ 組合員が前２項の期日までに納付すべき金額を納付しない場合には、管理組合法人

は、その未払金額について、年利（３６５日当り）１４．６％の遅延損害金と、違

約金としての弁護士費用並びに督促及び徴収の諸費用を加算して、その組合員に対

して請求することができる。ただし、その起算日は 3 ケ月後の月末を経過した日か

らとする。 

８ 理事長は、未納の管理費等及び使用料の請求に関して、理事会の決議により、管理

組合法人を代表して、訴訟その他法的措置をとることができる。 

９ 前３項に基づき請求した遅延損害金、弁護士費用並びに督促及び徴収の諸費用に相

当する収納金は、第２７条に定める費用に充当する。 

10 組合員は、納付した管理費等及び専用使用料について、その返還請求、又は分割請

求をすることができない。ただし、過誤納付した場合にはこの限りではない。 

11 組合員が第１項の規定に従い、期日までに管理組合法人に対して納付すべき管理費

等を納付しない場合、管理組合法人は、その未納管理費等を第１項に定める自動振

替の方法により、未納管理費等がなくなるまで、未納管理費等を生じた月以降順次

第１項の管理費等の金額に加算して徴収することができる。なお、この規定は、管

理組合法人が未納管理費等について訴訟等他の方法により請求することを妨げる

ものではない。 

（管理費等の過不足） 

第６６条 収支決算の結果、管理費に余剰を生じた場合には、その余剰は翌年度における修

繕積立金に充当する。 

２ 管理費等に不足を生じた場合には、管理組合法人は組合員に対して第２５条第２項

に定める管理費等の負担割合に応じて、その都度必要な金額の負担を求めることが

できる。 

（預金口座の開設） 

第６７条 管理組合法人は、会計業務を遂行するため、管理組合法人の預金口座を開設する

ものとする。 

（借入れ） 

第６８条 管理組合法人は、第２８条第１項に定める業務を行うため必要な範囲内において、

借入れをすることができる。 

（帳票類等の作成、保管） 
第６９条 理事長は、会計帳簿、什器備品台帳、会計年度末の財産目録、居住者基本台帳（組
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合員の変更あるごとに訂正したもの）、共用部分等に関する修繕履歴、図書及びその

他の帳票類を作成して保管し、組合員又は利害関係人の理由を付した書面による請

求があったときは、これらを閲覧させなければならない。この場合において、閲覧

につき、相当の日時・場所等を指定することができる。 

２ 修繕履歴に関する図書及びデータは永久保存とする。 

３ 理事長は、第３４条第３号の長期修繕計画書、同条第５号の設計図書及び同条第６

号の修繕等の履歴情報を保管し、組合員又は利害関係人の理由を付した書面による

請求があったときは、これらを閲覧させなければならない。この場合において、閲

覧につき、相当の日時、場所等を指定することができる。 

４ 理事長は、第５３条第３項（第５７条第４項において準用される場合を含む。）、

本条第１項及び第２項、第８０条第２項並びに第４項の規定により閲覧の対象とさ

れる管理組合法人の財務・管理に関する情報については、組合員又は利害関係人の

理由を付した書面による請求に基づき、当該請求をした者が求める情報を記入した

書面を交付することができる。この場合において、理事長は、交付の相手方にその

費用を負担させることができる。 

（個人情報の保護に関する基本方針と細則） 
第６９条の２ 管理組合法人は、個人情報保護法（平成１５年５月３０日法律第５７号）に

則り、個人情報の保護について適正に取り扱うものとする。このため、個人情報の

取り扱いに対する基本方針を定め、その運用を適正に行うための、運用体制、及び

細則などを定めるものとする。 
（会計処理細則） 

第７０条 管理組合法人は、会計処理の適正を図るため、別に定める細則によりこれを行う

ものとする。 

（解散時の財産の清算） 

第７１条 管理組合法人が解散する場合、その残余財産については区分所有法とこの規約第

３４条第１６号、第５１条第３項第３号に基づき、団地総会で選任した清算人によ

り清算する。 

 

第８章 雑則 

（理事長の勧告及び指示等） 

第７２条 団地建物所有者若しくはその同居人又は専有部分の貸与を受けた者若しくはそ

の同居人（以下「団地建物所有者等」という。）が、法令、規約又は細則等に違反し

たとき、又は対象物件内における共同生活の秩序を乱す行為を行ったときは、理事

長は、理事会の決議を経てその団地建物所有者等に対し、その是正等のため必要な

勧告又は指示若しくは警告を行うことができる。 

２ 団地建物所有者は、その同居人又はその所有する専有部分の貸与を受けた者若しく

はその同居人が前項の行為を行った場合には、その是正等のため必要な措置を講じ

なければならない。 

３ 団地建物所有者等がこの規約若しくは細則等に違反したとき、又は団地建物所有者
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等若しくは団地建物所有者等以外の第三者が土地及び共用部分及び附属施設にお

いて不法行為を行ったときは、理事長は、理事会の決議を経て、管理組合法人を代

表して次の措置を講ずることができる。 

(1) 行為の差止め、排除又は原状回復のための必要な措置の請求に関し、団地管理組

合法人を代表して、訴訟その他法的措置を追行すること 

(2) 土地、団地共用部分及び附属施設について生じた損害賠償金、又は不当利得によ

る返還金の請求又は受領に関し、団地建物所有者のために、訴訟において原告又

は被告になること、その他法的措置をとること 

４ 前項の訴えを提起する場合、理事長は、請求の相手方に対し、違約金としての弁護

士費用及び差止め等の諸費用を請求することができる。 

５ 前項に基づき請求した弁護士費用及び差止め等の諸費用に相当する収納金は第２

７条に定める費用に充当する。 

６ 理事長は、第３項の規定に基づき、団地建物所有者のために、管理組合法人が原告

又は被告となったときは、遅滞なく団地建物所有者にその旨を通知しなければなら

ない。この場合には、第４７条第２項及び第３項の規定を準用する。 

７ 役員他の年間活動に対する慰労金を別途定める細則によりこれを行うものとする。 

（集会所の管理運営） 

第７３条 集会所の管理運営については、別に定める集会所使用細則によりこれを行うもの

とする。 

（棟集会） 

第７４条 次の各号に掲げる事項については、棟の区分所有者で構成する集会の決議によら

なければならない。 

(1) 区分所有法第５７条（共同の利益に反する行為の停止等の請求）第２項の訴えの

提起及びその訴えを提起するべき者の選任 

(2) 区分所有法第５８条（使用禁止の請求）第１項、第５９条（区分所有権の競売の

請求）第１項または第６０条（占有者に対する引渡し請求）第１項の訴えの提起

及びそれらの訴えを提起するべき者の選任 

(3) 区分所有法第６１条（建物の一部が滅失した場合の滅失した棟の共用部分の復

旧等）第３項の復旧 

(4) 区分所有法第６１条（建物の一部が滅失した場合の滅失した棟の共用部分の復

旧等）第５項の復旧 

(5) 区分所有法第６２条（建替え決議）第１項の建替え決議 

（訴訟等） 

第７５条 棟において区分所有者または占有者が建物の保存に有害な行為その他建物の管

理または使用に関し、区分所有者の共同の利益に反する行為をした場合またはその

行為をするおそれがある場合には、他の区分所有者全員または区分所有者全員は区

分所有法第５７条から第６０条までの規定に基づき必要な措置をとることができ

る。ただし、区分所有法第５７条から第６０条までの規定に基づき訴訟を提起する

には前条の棟集会の決議を経なければならない。 
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（合意管轄裁判所） 

第７６条 この規約に関する管理組合法人と組合員間の訴訟については、対象物件所在地を

管轄する横浜地方（保土ヶ谷簡易）裁判所をもって、第一審管轄裁判所とする。 

（市及び近隣住民との協定の遵守） 

第７７条 団地建物所有者は、管理組合法人が横浜市又は近隣住民と締結した協定について、

これを誠実に遵守しなければならない。 

（細則） 

第７８条 団地総会、理事会の運営、会計処理、管理組合への届出事項等については、別に

細則を定めることができる。 

（規約外事項） 

第７９条 規約及び細則等に定めのない事項については、区分所有法その他の法令の定める

ところによる。 

２ 規約、細則等又は法令のいずれにも定めのない事項については、団地総会の決議に

より定める。 

（規約原本等） 

第８０条 この規約を証するため、理事全員が署名押印した規約を１通作成し、これを規約

原本とする。 

２ 規約原本は、理事長が管理組合法人の事務所において保管し、団地建物所有者又は

利害関係人の書面による請求があったときは、規約原本の閲覧をさせなければなら

ない。 

３ 規約が規約原本の内容から団地総会決議により変更されているときは、理事長は、

１通の書面に、現に有効な規約の内容と、その内容が規約原本及び規約変更を決議

した団地総会の議事録の内容と相違ないことを記載し、署名押印した上で、この書

面を保管する。 

４ 団地建物所有者又は利害関係人の書面による請求があったときは、理事長は規約原

本、規約変更を決議した団地総会の議事録及び現に有効な規約の内容を記載した書

面（以下「規約原本等」という。）の閲覧をさせなければならない。 

５ 第２項及び前項の場合において、理事長は、閲覧につき、相当の日時場所等を指定

することができる。 

６ 理事長は、２－２２棟内くぬぎ集会所に規約原本の保管場所を掲示しなければなら

ない。 
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附 則 

（規約改正と規約の発効） 

昭和５６年３月２０日に施行された「旧若葉台第４住宅管理組合」規約は、施行後２５年と

いう四半世紀を経て、団地型マンションを取り巻く様々な環境変化を受けて来た。これら環

境の変化や建物の経年劣化現象に対応すべく「団地管理組合法人若葉台くぬぎ」は、平成１

６年１月、国土交通省発表の「マンション標準管理規約（団地型）」に準ずると共に、以下

の３つの関連法律に基づき「団地管理組合法人若葉台くぬぎ」の規約を全面的に見直し改定

する。 

Ⅰ 「建物の区分所有等に関する法律」（平成１４年１２月１１日改正） 

Ⅱ 「マンション管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年１２月８日施行） 

Ⅲ 「マンションの建替えの円滑化に関する法律」（平成１４年６月１９日公布） 

２．この規約改正は、平成１８年５月の通常総会の承認をもって同年５月１５日から施

行する。 

３．この規約改正は、平成２２年５月の通常総会の承認をもって同年５月９日から施行

する。 

４．この規約改正は、平成２４年５月の通常総会の承認をもって同年５月１３日から施

行する。 

５．この規約改正は、平成２５年２月の臨時総会の承認をもって同年２月３日から施行

する。 

６．この規約改正は、平成２６年５月の通常総会の承認をもって同年５月１１日から施

行する。 

７．この規約改正は、平成２８年５月１５日の通常総会の承認をもって同年６月１日か

ら施行する。 

８．この規約改正は、平成３０年５月の通常総会の承認をもって同年５月１３日から施

行する。平成２８年３月に国交省から出された「マンション管理適正化に関する指

針」「マンション標準管理規約（団地型）」の改正に準ずると共に、平成２９年５

月３０日に改正された「個人情報保護法」に基づき「団地管理組合法人若葉台くぬ

ぎ」の管理規約・細則について関連する条項を改正した。 
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 資 料 

 

「団地管理組合法人 若葉台くぬぎ」名称について 

 

旧「若葉台第４住宅管理組合」が、第２３回通常総会（平成１６年５月９日開催）において

「管理組合の法人化」に係る議案提出を行い、次の経緯にて「団地管理組合法人 若葉台く

ぬぎ」の名称が決定された。 

 

平成１５年度第３回定時理事会（平成１５年７月１９日開催）で２２棟の空き室診療所利用

について審議され、買取する場合には「法人化」が必要との理由から、平成１６年度通常総

会に種々の経済活動を行う上で支障をきたさないようにするべく「管理組合の法人化」議案

が提出され、名称は継続検討することとし、取り敢えず管理組合を「法人化する」ことが出

席者多数の賛成にて承認された。 

その後、定例理事会並びに理事長経験者による有識者・組合関係団体による検討が行われ、

平成１６年１０月開催の定例理事会において、報告事項説明の中で話し合いがされ、現在の

「団地管理組合法人 若葉台くぬぎ 」に名称が決定された。 

 

また、「団地管理組合法人 若葉台くぬぎ」は、平成１７年３月３日に登記完了し、正式に法

人格として、次の目的にて業務開始を行っている。 

 

目  的：土地･建物の管理とする。 

活動行為：法人化されても非課税団体の取り扱いは従来と変わらないことを確認された。 

事 務 所：横浜市旭区若葉台二丁目２２番地 

設 立：平成１７年３月３日 

営業開始：平成１７年４月１日 

規約改正：平成１７年度通常総会（平成１７年５月８日開催）にて「規約の一部改正」議案

にて、「若葉台第４住宅管理組合規約」を「団地管理組合法人 若葉台くぬぎ規約」に変更す

ることを承認された。 

 

以上のことを記録として、付記する。 
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 (規約) 別表第１  
対象物件の表示 

物 件 名 若葉台くぬぎ団地 

土 

地 

 

所 在 地 

横浜市旭区若葉台 2 丁目 2 番の１(5 棟・6 棟)、3 番の 4(4 棟)、 

9 番の 1(25 棟・26 棟・ポンプ棟)、9 番の 4(24 棟)、10 番の１(23 棟)、 

11 番の１(20 棟・21 棟・22 棟・ポンプ棟)12 番の 10(ポンプ棟) 

面 積 ３２，７５７．７０㎡ 

権 利 関 係 所有権の共有  

建 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

物 

４号棟 
構造等 

鉄骨鉄筋コンクリート造り陸屋根  地上１４階建て共同住宅 

建築面積 502.083 ㎡              建築延べ面積 6,332.268 ㎡ 

専有部分 住戸戸数  ５３戸                専有延べ面積 4,349.186 ㎡ 

５号棟 
構造等 

鉄骨鉄筋コンクリート造り陸屋根  地上１４階建て共同住宅 

建築面積 1,019.307 ㎡            建築延べ面積 12,438.174 ㎡ 

専有部分 住戸戸数１０７戸                専有延べ面積 8,667.495 ㎡ 

６号棟 
構造等 

鉄骨鉄筋コンクリート造り陸屋根 地上１４階建て共同住宅 

建築面積 760.937 ㎡              建築延べ面積 9,148.989 ㎡ 

専有部分 住戸戸数 ８０戸            専有延べ面積 6,317.564 ㎡ 

２０号棟 
構造等 

鉄骨鉄筋コンクリート造り陸屋根 地上１２階建て共同住宅 

建築面積 951.265 ㎡           建築延べ面積 10,035.381 ㎡ 

専有部分 住戸戸数 ９２戸          専有延べ面積 7,092.054 ㎡ 

２１号棟 
構造等 

鉄骨鉄筋コンクリート造り陸屋根 地上１４階建て共同住宅 

建築面積 900.559 ㎡         建築延べ面積 9,211.543 ㎡ 

専有部分 住戸戸数 ７８戸         専有延べ面積 6,160.453 ㎡ 

２２号棟 

A・B 

構造等 
鉄骨鉄筋コンクリート造り陸屋根 地上１４階建て共同住宅 

建築面積 1,957.133 ㎡      建築延べ面積 19,036.324 ㎡ 

専有部分 住戸戸数１５６戸、非住宅３戸    専有延べ面積 12,903.630 ㎡ 

２３号棟 
構造等 

鉄骨鉄筋コンクリート造り陸屋根 地上１４階建て共同住宅 

建築面積 502.083 ㎡       建築延べ面積 6,332.268 ㎡ 

専有部分 住戸戸数 ５３戸        専有延べ面積 4,349.186 ㎡  

２４号棟 
構造等 

鉄骨鉄筋コンクリート造り陸屋根 地上１４階建て共同住宅 

建築面積 502.083 ㎡       建築延べ面積 6,332.268 ㎡ 

専有部分 住戸戸数 ５３戸         専有延べ面積 4,349.186 ㎡ 

２５号棟 
構造等 

鉄骨鉄筋コンクリート造り陸屋根 地上１３階建て共同住宅 

建築面積 898.532 ㎡       建築延べ面積 10,171.686 ㎡ 

専有部分 住戸戸数 １００戸        専有延べ面積 7,215.510 ㎡ 

２６号棟 
構造等 

鉄骨鉄筋コンクリート造り陸屋根 地上１４階建て共同住宅 

建築面積 1,074.193 ㎡       建築延べ面積 12,049.327 ㎡ 

専有部分 住戸戸数 １０８戸        専有延べ面積 8,533.682 ㎡ 

 住戸戸数計８８０戸、非住宅３戸    合計 ８８３戸 

建築面積計 9,068.175 ㎡、 建築延べ面積計 101,088.228 ㎡ 

敷地面積計 32,757.70 ㎡、 専有延べ面積計  69,937.946 ㎡ 

 

附
属
施
設 

 
管理事務所、集会所、管理用倉庫、フェンス、駐車場、通路、駐輪場、ポンプ棟、ごみ集積所、 

排水溝、排水口、外灯設備、植栽、掲示板、案内板、プレイロット及びその他屋外の設備並びに 

これらに附属する施設等団地内に存する施設 
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(規約) 別表第２ 

 

共用部分の範囲 
 

項  目 

１. 棟の共用部分 

エントランスホール、廊下、階段、エレベーターホール、エレベーター室、共用トイ

レ、  

屋上、屋根、塔屋、ポンプ棟、自家用電気室、エレベーター機械室、直結増圧給水ポ

ンプ、パイプスペース、メーターボックス（給湯器ボイラー等の設備を除く。）、内

外壁、界壁、床スラブ、基礎部分、床、天井、柱、ベランダ等専有部分に属さない

「建物の部分」エレベーター設備、電気設備、給水設備、排水設備、消防・防災設

備、インターネット通信設備、テレビ共同受信設備、避雷設備、集合郵便ポスト、各

種の配線配管（給水管について本管から各住戸メーターを含む部分、雑排水管及び汚

水管については、配管継手及び立て管）等専有部分に属さない「建物の附属物」。 

 

 

 

１． 団地共用部分 

   管理事務所、くぬぎ集会所、管理用倉庫、清掃員控室、駐車場、バイク駐輪施設、 

   共同便所、ポンプ棟等「団地内の附属施設たる建物」、防犯カメラ装置。 
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(規約) 別表第３ 

土地及び共用部分等の共有持分割合 

                             持分割合 

住戸番号 

土地及び 

附属施設 

団地 

共用部分 

棟の 

共用部分 

 

４棟 

101･201～204･301～304･401～404･501～504･601～604･701～704･801～804・901

～904･1001～1004･1101～1104･1201～1204･1301～1304･1401～1404 

各

1/883 
各 1/883 各 1/53 

      小 計   －   － 53/53 

 

５棟 

101～103･201～208･301～308･401～408・501～508･601～608･701～708･801～

808・901～908･1001～1008･1101～1108･1201～1208･1301～1308･1401～1408 

各

1/883 
各 1/883 各 1/107 

      小 計   －   － 107/107 

 

６棟 

101～102･201～206･301～306･401～406･501～506･601～606･701～706･801～

806･901～906･1001～1006･1101～1106･1201～1206･1301～1306･1401～1406 

各

1/883 
各 1/883 各 1/80 

      小 計   －   － 80/80 

 

２０棟 

105～108･201～208･301～308･401～408･501～508･601～608･701～708･ 

801～808･901～908･1001～1008･1101～1108･1201～1208 

各

1/883 
各 1/883 各 1/92 

      小 計   －   － 92/92 

 

２１棟 

201～206･301～306･401～406･501～506･601～606･701～706･801～806･ 

901～906･1001～1006･1101～1106･1201～1206･1301～1306･1401～1406 

各

1/883 
各 1/883 各 1/78 

      小 計   －   － 78/78 

 

２２棟 A 

非住宅 3 戸･201～206･301～306･401～406･501～506･601～606･701～706･801～

806･901～906･1001～1006･1101～1106･1201～1206・1301～1306・1401～1406 

各

1/883 
各 1/883 

各 1/81 

(1/78) 

      小 計   －   － 81/81 

 

２２棟 B 

207～212･307～312･407～412･507～512･607～612･707～712･807～812･ 

907～912･1007～1012･1107～1112･1207～1212･1307～1312･1407～1412 
各 1/883 各 1/883 各 1/78 

      小 計   －   － 78/78 

 

２３棟 

104･201～204･301～304･401～404･501～504･601～604･701～704･801～804･901

～904･1001～1004･1101～1104･1201～1204･1301～1304･1401～1404 
各 1/883 各 1/883 各 1/53 

      小 計   －   － 53/53 

 

２４棟 

101･201～204･301～304･401～404･501～504･601～604･701～704･801～804･901

～904･1001～1004･1101～1104･1201～1204･1301～1304･1401～1404 

各

1/883 
各 1/883 各 1/53 

      小 計   －   － 53/53 

 

２５棟 

 

101～104･201～208･301～308･401～408･501～508･601～608･701～708･801～

808･901～908･1001～1008･1101～1108･1201～1208･1301～1308 

各

1/883 
各 1/883 各 1/100 

      小 計   －   － 100/100 

 

２６棟 

105～108･201～208･301～308･401～408･501～508･601～608･701～708･801～

808・901～908･1001～1008･1101～1108･1201～1208･1301～1308･1401～1408 

各

1/883 
各 1/883 各 1/108 

      小 計   －   － 108/108 

          合   計 883/883 883/883  － 
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(規約) 別表第４ 

 

 

ベランダ等の専用使用権 

 

     専用使用部分 

区 分 
ベランダ 玄関扉・窓枠・窓ガラス・網戸 

 

１ 位  置 

 

各住戸に接するベランダ 
各住戸に付属する玄関扉、窓枠 

窓ガラス、網戸 

 

２ 専用使用権者 

 

各住戸の区分所有者 同 左 
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議決権割合 

                持分割合 

         住戸番号 

団地総会 

における 

議決権割合 

棟集会 

における 

議決権割合 

 

４棟 

 

101･201～204･301～304･401～404･501～504･601～604･701～704･801～804･901～

904･1001～1004･1101～1104･1201～1204･1301～1304･1401～1404 
各 1/883 各 1/53 

小 計   － 53/53 

 

５棟 

 

101～103･201～208･301～308･401～408･501～508･601～608･701～708･801～808･

901～908･1001～1008･1101～1108･1201～1208･1301～1308･1401～1408 
各 1/883 各 1/107 

小 計   － 107/107 

 

６棟 

 

101～102･201～206･301～306･401～406･501～506･601～606･701～706･801～806･

901～906･1001～1006･1101～1106･1201～1206･1301～1306･1401～1406 
各 1/883 各 1/80 

小 計   － 80/80 

 

２０棟 

105～108･201～208･301～308･401～408･501～508･601～608･701～708･801～808･

901～908･1001～1008･1101～1108･1201～1208 
各 1/883 各 1/92 

小 計   － 92/92 

 

２１棟 

201～206･301～306･401～406･501～506･601～606･701～706･801～806･901～906･

1001～1006･1101～1106･1201～1206･1301～1306･1401～1406 
各 1/883 各  1/78 

小 計   － 78/78 

 

２２棟 A 

非住宅 3 戸･201～206･301～306･401～406･501～506･601～606･701～706･ 

801～806･901～906･1001～1006･1101～1106･1201～1206・1301～1306・1401～1406 
各 1/883 各 1/81 

小 計   － 81/81 

 

２２棟 B 

207～212･307～312･407～412･507～512･607～612･707～712･807～812･907～912･

1007～1012･1107～1112･1207～1212･1307～1312･1407～1412 
各 1/883 各 1/78 

小 計   － 78/78 

 

２３棟 

104･201～204･301～304･401～404･501～504･601～604･701～704･801～804･ 

901～904･1001～1004･1101～1104･1201～1204･1301～1304･1401～1404 
各 1/883 各 1/53 

小 計   － 53/53 

 

２４棟 

101･201～204･301～304･401～404･501～504･601～604･701～704･801～804･ 

901～904･1001～1004･1101～1104･1201～1204･1301～1304･1401～1404 
各 1/883 各 1/53 

小 計   － 53/53 

 

２５棟 

101～104･201～208･301～308･401～408･501～508･601～608･701～708･801～808･

901～908･1001～1008･1101～1108･1201～1208･1301～1308 
各 1/883 各 1/100 

小 計   － 100/100 

 

２６棟 

105～108･201～208･301～308･401～408･501～508･601～608･701～708･801～808･

901～908･1001～1008･1101～1108･1201～1208･1301～1308･1401～1408 
各 1/883 各 1/108 

小 計   － 108/108 

            合   計 883/883   － 

（規約）別表第５ 
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（規約）資料Ⅰ 

団地管理組合法人若葉台くぬぎ 

加入届及び誓約書 

 

                         平成  年  月  日 

 

団地管理組合法人若葉台くぬぎ 

        理 事 長  殿 

 

 

                     ２丁目    棟    号室  

                   （ふりがな）               

              新組合員 氏  名           印  

                   住  所              

                   電  話              

 

 

   私は、平成  年  月  日 元組合員           より、 

上記住宅を取得しました。管理組合法人規約第５条により、その組合員 

としての権利義務の一切を継承し、管理組合法人に加入することになり 

ましたのでお届け致します。 

 

   私は管理組合法人加入に当り、管理組合法人規約・細則等、その他附属 

規定及び理事会の決定事項を遵守し、組合員としての権利を行使し、義務 

を履行することを誓います。 

 

 

（記） 取得原因：譲受・贈与・相続・その他 

 

 

（注） 新組合員が、上記住宅に居住する場合は、資料Ⅳ「居住者基本台帳」を 

提出して下さい。 
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（規約）資料Ⅱ 

 

 

団地管理組合法人若葉台くぬぎ 

脱 退 届  

 

                         平成  年  月  日 

 

団地管理組合法人若葉台くぬぎ 

        理 事 長  殿 

 

                       ２丁目  棟    号室  

                   （ふりがな）              

                   氏  名            印 

 

 

   転居先住所 ：                        

 

   承 継 人 ：                        

 

 

    私は、今般住宅を譲渡しますので、管理組合法人脱退届を提出致しま 

す。私の組合員としての一切の権利義務は承継人が引継ぎ、これにかか 

わる事項については貴管理組合法人に対して迷惑をいお掛けしません。 

尚、退去に伴う引越し等で共用物に毀損又は著しい汚損が生じた場合 

は、すべて私が弁償致します。 
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（規約）資料Ⅲ 

誓 約 書 

 

   私は、          （賃貸人）との２丁目  棟    号室 

（以下「対象物件」という。）の賃貸借契約の締結に際し、下記事項 

を誓約します。 

 なお、契約締結後、この誓約書と同時に賃貸借契約書の写しを提出致 

します。 

 
記                

 
    対象物件の使用に際しては、団地管理組合法人若葉台くぬぎ管理規約 

   及び細則等に定める事項を誠実に遵守すること。 

 

 

                        平成  年  月  日 

団地管理組合法人若葉台くぬぎ 

        理 事 長  殿 

 

                   賃借人 

                   住  所：２丁目  棟    号室 

 

                   氏  名：           印 

 

(参考) 

賃 貸 借 誓 約 書 

 

１．第１７条（専有部分の貸与）に係る賃借人（乙）は、対象物件の使用、収益 

に際して、団地管理組合法人若葉台くぬぎ規約及び細則等に定める事項を誠 

実に遵守しなければならない。 

２．乙が前項に規定する義務に違反した時は、賃貸人（甲）は本契約を解除する 

ことができる。 

上記内容について遵守することを誓約します。 

 

賃貸人（甲） 氏名            印 

賃借人（乙） 氏名            印 
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（規約）資料Ⅳ 

居住者基本台帳  
平成  年  月  日 現在 

２丁目  号棟 

     号室 

ふりがな 

世帯主氏名 
 

自宅電話： 

区分所有者（住居の持ち主）：世帯主と異なる場合には、分かる範囲内でお書き下さ

い。 

緊急連絡先 

災害発生時、緊急連絡

が必要で自宅と連絡が

取れない場合のみ使用

します 

氏 名： 
 

電話： 

住 所： 
 

ご関係： 

同居者の状況 

氏   名 生 年 性

別 
氏   名 生 年 性

別 
世帯主 大正 

昭和  年 
平成 

男 
女 

 大正 
昭和  年 
平成 

男 
女 

 大正 
昭和  年 
平成 

男 
女 

 大正 
昭和  年 
平成 

男 
女 

 大正 
昭和  年 
平成 

男 
女 

 大正 
昭和  年 
平成 

男 
女 

 大正 
昭和  年 
平成 

男 
女 

 大正 
昭和  年 
平成 

男 
女 

 

区分所有者の氏名・住所・電話 

氏 名：  

 

 

住 所：  

電 話：  
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（規約）資料Ⅴ 

 
申請日 平成  年  月  日 

 
団地管理組合法人若葉台くぬぎ 
理事長殿 
 

住所                   
 
団地建物区分所有者        ㊞ 

 

役員候補代理委任申請書 
 

私は、団地管理組合法人若葉台くぬぎ管理規約第３８条２項により、以

下の者に役員候補を委任いたします。 
なお、委任した者の管理組合での職務に関する行為についても、第３８

条２項の定めのとおり、私が責任を負うものといたします。 
 
 
代理人（配偶者等）氏名             ㊞ 
住所       若葉台二丁目   番    号 
 
団地建物区分所有者（組合員）との関係       
 
委任する理由 
 
                               
                               
                               
※管理規約第３８条２項に定めるとおり、役員候補を委任できるのは、病気、単身赴任等で 組合員本

人が役員を務められない事情がある場合 で、理事会の承認を得て委任が可能となります。 

以上 
なお、お届けいただいた個人情報は、本目的以外に利用されることはありません。 

 
 

（規約）資料Ⅵ 

 
承認通知日 平成  年  月  日 
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住所                   
 
団地建物区分所有者          殿 
 

 
 

団地管理組合法人若葉台くぬぎ 
理事長 

 
 

役員候補代理委任申請について（承認通知） 

 
貴殿から申請のあった掲題の件について、下記のとおり承認されまし

たのでお知らせします。 
 
 

《記》 
 
 
１. 理事会承認日   平成  年  月  日 
 
２. 申請日      平成  年  月  日 
 

３. 代理人 氏名                     

    住所 若葉台二丁目   番    号 

      団地建物区分所有者（組合員）との関係      

 
以上 

※本帳票に記載された個人情報は、本目的以外に利用されることはありません。 
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別記様式１ （共同生活の秩序維持に関する細則第３条（１）関係） 

 
平成  年  月  日 
 

団地管理組合法人若葉台くぬぎ 
理 事 長   殿 
 

 
住 所：若葉台 2 丁目    番      号 
                 

          氏 名：                 印 
 

 
 

住宅の用途外併用承認申請書   
 
  
 
共同生活の秩序維持に関する細則第３条第１号により、次の通り住宅 

を他の用途と併用したいのでご承認願いたく申請致します。 

                    
 

 記 
 

１． 用 途 

                               

 

                               

２． 理 由 

                                   

               

                                                                    

 

３． 期間及び時間 

                                                                    

 

４． 添付書類 

                                                                     
 
                                                                    
 
 
 

お届けいただいた個人情報については、（届出義務）以外に利用することはありません。 
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別記様式２（共同生活の秩序維持に関する細則第３条（２）関係） 

                     平成  年  月  日 
 
団地管理組合法人若葉台くぬぎ 

理 事 長  殿 
 

                若葉台 2 丁目    番      号 
 

                   申請者  氏 名：          印  
 
 

住宅長期不在 承認申請書 
 

団地管理組合法人若葉台くぬぎ規約「共同生活の秩序維持に関する細則」第 3 条 

第 2 号により、次の通り住宅を長期不在にしますので、ご承認願いたく申請致しま 

す。 

 

お届けいただいた個人情報については、（届出義務）以外に利用することはありません。 

項     目 記 事 

理     由 
 

移  転  先 
〒 

                 ℡ 

不 在 期 間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

不在となる者の氏名 
 

 

専任管理者氏名 
 

(申請者との続柄：    ) 

専任管理者連絡先 

住 所  

自 宅 電 話  

携 帯 電 話  

勤 務 先 電 話  

住宅使用者氏名 
 

 (申請者との続柄：    ) 

入 居 期 間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

連  絡  先 
〒 

                 ℡ 

不在期間中の管理費の 

納入方法          
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別記様式 3（共同生活の秩序維持に関する細則第３条（３）関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 お届けいただいた個人情報については、（届出義務）以外に利用することはありません。 

 
平成  年  月  日 

 
団地管理組合法人若葉台くぬぎ 

理 事 長   殿 
 

 
住 所：若葉台 2 丁目    番      号 
                 

          氏 名：                 印 
 

 

 広告物掲出・表示承認申請書   

 
 共同生活の秩序維持に関する細則第３条第３号により、次の通り住宅等 

に広告物の掲出又は表示をしたいのでご承認願いたく申請致します。 

                    
 

 記 
 

１． 目 的 

                               

 

                               

２． 理 由 

                                   

               

                                                                    

 

３． 期間及び時間 

                                                                    

 

４． 添付書類 
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（別記様式４）（専有部分等の改造・模様替え及び修繕等に関する細則第４条（１）関係） 

 

平成  年  月  日 
団地管理組合法人若葉台くぬぎ 

理 事 長  殿 
 
 

        申 請 者 
                            番     号  

 
                         ℡    －       
 

氏名：              印 
  

 
 
専有部分等の改造・模様替え及び修繕 承認申請書 

 
 
専有部分等の改造・模様替え及び修繕等に関する細則第 3 条により、次の通り 

ご承認願いたく必要書類を添えて申請致します。 
 
 

記 
 
改修工事の名称：                       
 
改 修 理 由：                       

 
 
施 工 期 間：平成  年  月 日～平成  年  月  日 
 

 
提 出 書 類：本申請書以外に 設計図 2 通、仕様書 2 通、承認書 1 通 

 

 

そ の 他：先に承認された改修工事の有無 
( 有・無 )  
                    （○印で囲ってください。） 

 

責任業者名  ：                         

責任業者住所 ：                         

責任業者電話 ：                              
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（別記様式５）（専有部分等の改造・模様替え及び修繕等に関する細則第４条（４）条関係） 

 
平成  年  月  日 

 
（申 請 者） 
    番     号 

 
             殿 

 
       （承 認 者） 

 番    号           印 

 番    号           印 

 番    号           印 

 番    号           印 

 
隣接する組合員の承認書 

 
 
   貴殿が団地管理組合法人若葉台くぬぎに申請される『専有部分等の改造・模様替え及び 
  修繕承認申請書』の内容について、下記の条件付記の上、承認致します。 
 
                    記 
 
  １ 工事等の内容 貴殿が提出される『承認申請書』及び団地管理組合法人若葉台くぬぎが 
    発行する『承認書』内容の通り。         
 
    ２ 承認の条件  

（１） 施行にあたっては『専有部分等の改造・模様替え及び修繕等に関する細則』を遵守 
すること。 

（２） 工事期間中の騒音には十分注意を払い、特に午後 6 時以降の夜間の作業は行わない 
こと。 また、日・祝日は工事を行わないこと。 

（３） 予定工事期間の延長は必ず事前に承認を得ること。 
（４） 工事等の内容が床部改造及び修繕に関する場合は、その工事が隣接居住者に与える 

騒音等の影響に対し特に配慮をすること。又工事の施工後であっても工事内容が 
『承認申請』の内容と違い隣接居住者に騒音等迷惑を与えている事実が判明した場合、 
承認書提出に関わらず原状回復の申立てを行うことがあり、その場合は直ちにご同 
意頂くものとする。但し、原状回復に要する費用は全て貴殿の負担とする。 
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（別記様式６）（専有部分等の改造・模様替え及び修繕等に関する細則第４条２項関係） 

 

 
平成  年  月  日 

（申 請 者） 
       番      号 
 

              殿 
 

                              団地管理組合法人若葉台くぬぎ 
                                      理 事 長 
 

専有部分等改造・模様替え及び修繕承認書 
 

   平成  年  月  日、貴殿から申請のありました標題の件につきまして、次の通り承認

致します。 
 
＜特記事項＞ 
  １．この                  工事に要した費用はすべて申請者の負担とする。 
  ２．この工事のために共用部分を汚損・毀損し、又は他の居住者へ迷惑を掛けた時は、申請者

の責任において復旧し又は弁償するものとする。 
  ３．承認書及び細則に記載しているすべてのことを遵守すること。 
  ４．フローリング改造及びガス熱源器移設の場合、施工完了後当管理組合法人に完了報告書を

提出すること。 
  ５．前各号の規定に反すると管理組合法人が認めた時は、承認を取り消し必要な処置を講ずる

ものとする。 
 
（施設担当理事 記入欄） 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

施設担当理事            印 
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（別記様式７）（専有部分等の改造・模様替え及び修繕等に関する細則第４条２項関係） 

 
平成  年  月  日 

   
       番       号 

 
             殿 
 

団地管理組合法人若葉台くぬぎ 
                                 理 事 長 

 
 

 
専有部分等改造･模様替えおよび修繕却下のお知らせ 

 
平成  年  月  日 付け受付の貴殿の『専有部分等の改造・模様替えおよび修繕承

認申請書』の件で『専有部分等の改造・模様替えおよび修繕等に関する細則』第３条に基づ

き当管理組合法人理事会で審議した結果、下記の理由で申請の却下を決定しました事をお

知らせします。 
再度検討の程お願い致します。 
 
〔申請却下理由〕 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    施設担当理事：           印 
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（別記様式８）（集会所使用細則第４条１項関係） 

                                №       
 
《 くぬぎ 》集会所 使用申請書  

                

 平成  年  月  日 

 

団地管理組合法人若葉台くぬぎ 

       理 事 長  殿 

団体名 

（使用者） 

 

責任者名 印 

住  所 

電  話 

若葉台   丁目   番    号 

      ―     ― 

 

下記の通り、くぬぎ集会所使用を申請しますのでご承認願います。 

１） 使用目的 

 

 

２） 使用内容 

使用日  使用時間 使用人数 使用室 使用区分 使用料 

月  日 
時  から 

時まで 
名 

洋室１ 

洋室２ 

Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ 
円 

月  日 
時  から 

   時まで 
名 

洋室１ 

洋室２ 

Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ 
円 

月  日 
時  から 

   時まで 
名 

洋室１ 

洋室２ 

Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ 
円 

月  日 
時  から 

   時まで 
名 

洋室１ 

洋室２ 

Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ 
円 

月  日 
時  から 

   時まで 
名 

洋室１ 

洋室２ 

Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ 
円 

使用料 合計額 〔   〕 円 

（注意）申請者は二重線枠内のみに記入して下さい。 

              平成  年  月  日              

           団地管理組合法人若葉台くぬぎ受付印 
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（別記様式９）（集会所使用細則第４条１項関係） 

 

                                 

                           №       

 

《 くぬぎ 》集会所 使用承認書  
 

団体名 

（使用者） 

 

責任者名 印 

住  所 

電  話 

若葉台  丁目   番   号 

     ―     ― 

 

【集会所使用細則】を遵守することを条件に下記の使用を承認します。 

１）使用内容 

使用日  使用時間 使用人数 使用室 使用区分 使用料 

月  日 
時から 

時まで 
名 

洋室１ 

洋室２ 

Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ 
円 

月  日 
時から 

   時まで 
名 

洋室１ 

洋室２ 

Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ 
円 

月  日 
時から 

   時まで 
名 

洋室１ 

洋室２ 

Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ 
円 

月  日 
時から 

   時まで 
名 

洋室１ 

洋室２ 

Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ 
円 

月  日 
時から 

   時まで 
名 

洋室１ 

洋室２ 

Ａ・Ｂ・Ｃ 

Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ 
円 

使用料 合計額 〔   〕  

 

平成  年  月  日        

団地管理組合法人若葉台くぬぎ 

理 事 長        領収印 

 

＜注意＞ 

１． 承認後においても、当管理組合法人側に必要が生じた時は集会所の使用を取り消し、又

は使用日時の変更をして頂く場合があります。 

２． 集会所の「玄関キー」を受取る時は、必ずこの承認書を提示して下さい。 

３． 使用料支払の時は承認書を必ず持参して下さい。
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（別記様式１０）（防犯カメラシステム運用細則第６条１項関係） 

 

    録画画像 確認・複写 申請書  

 

                        平成  年  月  日 

団地管理組合法人 若葉台くぬぎ 

理 事 長  殿  

 

     団地管理組合法人若葉台くぬぎが設置・稼動する防犯カメラの録画画像を 

確認または複写したいので、以下の理由及び用件の通り申請いたします。 

＜理事会の決議結果＞    平成   年  月   日 

（   ） 承 認  （    ） 非承認 

 

理事長 総務副理事長 受 付 

 

 

  

 

 

 

 

申 請 者 名  

住   所  

電 話 番 号  

 

利用の目的・理由 

 

 

 

確 認 方 法 
 

確 認 画 像 日 時  

 

備   考 
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（別記様式１１）防犯カメラシステム運用（第８条関係） 

 

        

 録画画像 確認・複写 実施記録簿  

 

確 認 実 施 日 時 

 

 

 

確 認 実 施 場 所 
 

 

 

確 認 実 施 理 由 

 

 

 

 

 

 

画 像 確 認 者 名 

 

 

 

 

 

理 事 長 名 

 

 

 

立会い者名 

（理事３名以上） 

 

 

 

 

録画時間 
 

 

 

該当カメラ位置 

 

 

  備考 
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 2018 年 6 月 1 日 
若葉台二丁目南地区自主防災本部規定 

 
【本部名称及び設置場所】 
第１条 当本部は、『若葉台二丁目南地区自主防災本部』とする。略称として『二丁目南 

防災本部』を用いる。 
 ２．本部は団地管理組合法人若葉台くぬぎ集会所(２丁目２２番地)に設置する。 
 
【目的】 
第２条 二丁目南防災本部(以下本部という)は、若葉台第３住宅管理組合(以下第３管理組 
 合という)及び団地管理組合法人若葉台くぬぎ(以下管理組合若葉台くぬぎという)の建物 
において災害(震災及び火災)の発生を想定し、両組合及び若葉台二丁目南自治会(以下南 
自治会という)に所属する居住者(以下居住者という)の被災を最小に抑えるための活動を 
することを目的とする。災害発生時には、居住者に対して災害直後及びそれ以降の自主 
生活が可能となるまでの支援活動を行い、平常時には資機材の充実、防災計画の作成及 
び訓練を行う。 

 
【災害時の本部の位置付け及び立ち上げ】 
第３条 本部は、災害発生時に開設される横浜市立若葉台特別支援学校地域防災拠点(以下  
 地域防災拠点という)と居住者の接点に位置するものとし、公的支援を居住者に円滑に行  
 渡らせるための活動及び居住者の負傷者救護や要支援者への独自の支援活動を行う。 
２．本部の災害時の立ち上げは、横浜市の災害発生時における地域防災拠点開設基準(震度 
 ５強以上の地震発生)に基づく地域防災拠点の開設に合わせて立ち上げる他、必要に応じ 
 第３管理組合及び管理組合若葉台くぬぎの共用部分及び専有部分における火災発生時に 
 も立ち上げる。 
 
【本部と南自治会及び管理組合との関わり】 
第４条 本部は南自治会、第３管理組合、管理組合若葉台くぬぎ（以下南自治会及び両管 
理組合をあわせて三者という）による合同設置とする。 

 三者とは別個の組織とするが、その運営に対し、三者は共同して責任を負う。 
２．南自治会及び両管理組合は、本部を支えるため、資金及び人的な資源の負担を相応 
 に行う。 
３．本部の年間活動方針及び予算は、三者それぞれの承認を得なければならない。 
 
【本部構成員】 
第５条 本部は、南自治会及び両管理組合により選任された者の他、自主参加メンバーに 
 より構成される。 
２．本部は、適宜、自主参加メンバーを公募する。 
３．南自治会及び両管理組合から選任された者が、出身母体の任期満了に伴い退任する場  
 合、南自治会及び両管理組合は速やかに後任を選出する。 
４．自主参加メンバーの任期は特に定めない。自主参加メンバーの退会の意思は尊重され  
 る。 
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【災害時の本部活動の基本方針】 
第６条 被災時の本部は、原則以下の通りの活動を行う。 
 一．居住者の安否確認・出火の有無の確認及び適切な対応、居住者の救援・救護、行政・ 

若葉台防災本部・地域防災拠点との連絡・調整・運営協力等を行う。 
 二．ライフラインが停止するような地震や火災の発災に対しては、ライフラインが復旧 

するまでの間、自宅での避難が困難な住民を対象に各棟内外に一時避難所を設け、避 
難させる。 

  三．さらに被災の程度によって、行政が一時避難所を開設する場合は、行政が指定する 
一時避難所に居住者を避難させる。 

 四．居住者が自宅において避難できる場合は、本部は居住者の支援を行う。 
 五．本部としての支援優先度は、①行政が指定する災害時要援護者、②負傷者、③被害 

程度が大きく且つ、乳幼児(３歳以下)または障がい者のいる家庭、④被害程度が大きい 
高齢者(８０歳以上)の家庭の順とする。 

２．本部構成員は災害発生時に家族、自宅の安全が確認でき次第、可能な限り速やかに本 
 部に参集し、救援/支援活動を行う。 
 
【本部組織】 
第７条 本部は本部長、副本部長、本部委員会並びに副本部長の統括下に入るブロック長 
 及び安全確認班・現場活動班によって構成する。 
２．本部長は南自治会会長、副本部長は第３管理組合理事長及び管理組合若葉台くぬぎ 
 理事長とする。副本部長の下に正副ブロック長各８名、計１６名を置き、それぞれの  
 棟を管轄する。具体的には２・３号棟担当の正副ブロック長には２・３号棟に居住する 
 管理組合理事１名、南自治会自治委員１名、４号棟正副ブロック長には４号棟に居住す 
る管理組合理事１名、南自治会自治委員１名、５・６号棟正副ブロック長には５・６号 
棟に居住する管理組合理事１名、南自治会自治委員１名、２０・２１号棟正副ブロック 
長には２０・２１号棟に居住する管理組合理事１名、南自治会自治委員１名、２２A・２ 
２B 号棟正副ブロック長には２２A・２２B に居住する管理組合理事１名、南自治会自治 
委員１名、２３号棟正副ブロック長には２３号棟に居住する管理組合理事１名、南自治 
会自治委員１名、２４号棟正副ブロック長には２４号棟に居住する管理組合理事１名、 
南自治会自治委員１名、２５・２６号棟正副ブロック長には２５・２６号棟に居住する 
管理組合理事１名、南自治会自治委員１名とする。各正副ブロック長は本部長が指名す 
る南自治会自治委員、副本部長が指名する管理組合理事とすることもできる。 

３．本部長、副本部長、その他、地域防災拠点との関連で、災害時に本部に不在となる可  
 能性のある役職には第３代行までの代行者を定める。 
４．本部委員会は正副本部長、ブロック長、会計、監査、並びに本部長が定める者で構成  
 し、委員長は本部長が兼ねる。 
５．本部は甲種防火管理者の資格取得者及び普通救命講習の受講者の増強を計画的に行う。 
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【本部組織の役割】 
第８条 本部組織の役割は以下とする。 
 一．正副本部長・ブロック長 

イ．本部長は本部活動の全体を統括し、副本部長は本部長の指示により、ブロック長 
 以下を統括する。ブロック長は担当する棟に対する活動を統括する。 

  ロ．年間の活動方針及び予算の作成を行う。 
ハ．被災時においては、①被災状況全体の把握、②各安全確認班及び現場活動班の活 
 動状況の把握と調整、③各現場活動班班長への指示、④行政・消防・警察・医療機 
 関との連絡・要請、⑤地域防災拠点との連絡・調整、⑥本部長は本部の縮小、閉鎖(終 
  了)の判断と決定を行う。 

 二．本部委員会 
イ．平常時の活動として、①年間の活動方針及び予算の作成補佐、②安全安心確認  
 カードの更新、③広報を南自治会もしくは両管理組合広報紙を借りて行う。 
ロ．災害時には、正副本部長を補佐するとともに、指示を受け全体の活動の把握・調  
 整・指示・支援を行う。 

 三．安全確認班及び現場活動班 
正副ブロック長(計 16 名)の下、安全確認班と現場活動班を置く。安全確認班は安全 
安心確認カードによって指定されている既存の班構成で、被災時に隣戸グループ内で 
の安否確認をする。現場活動班は災害時に居住者の被災を最小限に抑えるための具体 
的な活動をする。安全確認班と現場活動班は災害時に棟ごとに立ち上がりそれぞれの 
棟において、災害の時間的推移に応じ、以下の活動を基本に臨機応変に対応する。 

イ．被災初期 
   ①安全確認班員で動ける者は、避難時に所属する班の居住者の安否、各戸におけ 

る出火の有無を確認し、棟長もしくはブロック長に報告する。②現場活動班は安全 
確認班及び棟長の報告・要請に基づき、以下の③から⑧に対応する。③行政指定要 
援護者、負傷者、乳幼児、障がい者のいる家庭、高齢者の中で要救援者がある場合 
の救援救護・応急処置、④要援護者宅の転倒家具等の整理等、⑤危険個所の確認と 
通行禁止表示等の処置、⑥出火場所と出火状況の確認及び出火の場合は 119 番通報、 
⑦初期消火活動、⑧負傷者の医療機関への搬送。  

ロ．被災中期(ライフラインの復旧が長引く場合) 
   ①自宅での避難が困難な被災者がいる場合は、建屋内あるいは屋外に自主一時避 

難所を設置し、避難所内でのルールの検討と避難者への周知及び運営、②救援物資(食 
 料や医療品等)や飲料水の受領、保管、分配、③ゴミ出しルールの検討及び住民への 
 周知、④感染防止、衛生管理の徹底(トイレの確保等)。 
ハ．行政による一時避難所が開設された場合 
  一時避難所までの誘導路を検討し、住民に周知し、避難の誘導を行う。 
二．平常時 

    災害時の上記各活動の詳細な行動内容を検討する。活動を保証するための必要な 
 機材の検討を行い、機材を確保する。活動内容を把握・検証するための訓練もしく 
は住民を対象とする訓練の内容を検討する。 

 
 



- 4 - 
 

 
 
 
【活動マニュアル】 
第9条 前項の本部組織の役割に対応した活動マニュアルは、別途作成し、本部委員会が 
 取りまとめる。 
 
【活動資機材】 
第10条 各班の活動を支えるために購入した資機材は、マニュアルに記載するとともに、 
 「くぬぎ」集会所及び両管理組合の資材倉庫に分散して保管する。 
 ２．資機材は本部の備品として登録管理する。 
 
【本部訓練】 
第11条 本部機能を確実なものとするため、年に２回本部訓練を実施する。 
 
【本部全体会議】 
第12条 毎年度の三者の各通常総会後、本部長は本部構成員の確認並びに年間活動計画予 
 算、訓練計画等をメンバー全員に周知させるため、本部全体会議を招集する。 
 
【規定の改定等】 
第13条 本規定の制定、変更または廃止は、三者それぞれの承認を得なければならない。 
 
【付則】 
本規定は平成３０年６月１日より施行する。 
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本部組織図

本部長

副本部長 ブロック長正副 ２・３棟棟長

副本部長

ブロック長正副 ４棟棟長

ブロック長正副

５棟棟長

６棟棟長

ブロック長正副

２０棟棟長

２１棟棟長

ブロック長正副

２２A棟棟長

２２B棟棟長

ブロック長正副 ２３棟棟長

ブロック長正副 ２４棟棟長

ブロック長正副

２５棟棟長

２６棟棟長

本部委員会

自主参加メンバー

事務局

会計

監査

関連諸団体

民生委員児童委員、青少年指導員、スポーツ推進員、保健活動推進員、環境事業推進委員、家庭防

災員、防災指導員、くぬぎ会、子ども会、社会福祉協議会、まちづくりセンター、商店街、PTA、小中学校、

わかば学園、地域ケアプラザ、地区センター、消防団、地域防災拠点

自治会

防犯防災部


	No.1 表紙
	No.1 表紙－２
	No.2 経緯
	No.3 目次
	No.4 管理規約表紙
	No.5 管理規約
	No.6 別表資料表紙
	No.7 別表資料
	No.8 細則集表紙
	No.9 細則
	No.10 別記様式表紙
	No.11 別記様式
	No.12 防災規定表紙
	No.13 防災規定
	No.14 防災組織
	組織図


